消防計画
（目　的）

第1条　　この計画は、消防法第8条第1項に基づき　　　　　　　　　　における防火管理業務について必要な事項を定めて、火災、地震、その他の災害の予防及び人命の安全並びに災害の防止を図ることを目的とする。

（適用範囲）
第2条　　この計画は、当　　　　　　　　　　に勤務し出入り、又は居住するすべての者に適用する。

（防火管理者の権限及び業務）

第3条    防火管理者は、　　　　　　　　　とし、この計画についての一切の権限を有するとともに、次の業務を行うものとする。

1 消防計画の検討及び変更並びに消防署への提出
2 消火、通報及び避難誘導の訓練の実施

3 建築物、火気使用設備器具等の検査の実施及び監督

4 消防設備等の点検、整備の実施及び監督

5 火気の使用又は取扱いに関する指導監督

6 その他、防火管理上必要な業務

（火災予防上の遵守事項）
第4条　 火災防止のためすべての者は、次の事項を遵守しなければならない。

1 火気使用設備器具は、使用する前及び使用後には必ず点検し、安全を確認すること。

2 火気使用設備器具の周囲は、常に整理整頓をしておくこと。
3 終業時には、灰皿、吸殻の後始末を完全にすること。
4 廊下、階段、通路、出入口等その他避難のために使用する施設に避難の妨害となる設備を設け、又は物品を置かないこと。又、避難口等に設ける戸は、容易に開錠し開放できるようにしておくこと。

5 当　　　　　　　　　　で工事を行うものは、火気管理等について防火管理者の指示を受けて行うこと。

（建物等の自主検査）

第5条　　防火管理者は、建物、火気使用設備器具、電気設備等について、年2回以上検査を実施すものとする。

（消防用設備等の点検）

第6条　　建物に設置されている消防用設備等の機能を維持管理するために、法令に定める点検票に基づき、次により点検するものとする。
1 機器点検　　　6ヶ月

2 総合点検　　　1ヵ年

　２　前項に基づき行った点検の結果は、防火対象物維持台帳に、それぞれ記録しておくものとする。

　３　消防用設備等の点検結果は、　　　年に1回、消防長に報告するものとする。
（不備欠陥等の整備）

第７条　　防火管理者は、建物及び消防用設備等に不備欠陥事項があるときは、速やかに改修するよう必要な措置を講じるものとする。
（自衛消防活動）

第8条　　火災、地震その他の災害の発生時には、別に定める自衛消防組織の任務分担に基づき積極的に行動するものとする。

（震災予防措置等）

第9条　　地震時の災害の発生を予防するため、物品倒壊、転倒、落下防止の措置を講じると共に火気の使用設備器具は、耐震自動消火の措置を講じるものとする。
（防災教育訓練の実施）

第１０条　防火管理者は、従業員に対して適宜防災教育を実施すると共に、年　　　回以上消火、通報、避難の訓練を実施し、従業員は積極的にこれに参加するものとする。
なお、訓練を実施する場合には、消防署に連絡するものとする。

附則

この消防計画は、　　　　　年　　　月　　　日から施行する。

有事の心得

１　火災を発見したものは、大声で「火事」と連呼し全館に報告する。

２　１１９通報を行う場合の要領は、「　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　 」という目標を明確に伝える。

３　避難場所は、「　　　　　　　　　　　　 」とし、消防隊到着後は全員この場所に集合する。
　　　　　　　　　　消防計画書　

１　自衛消防隊の設置及び組織

	自衛消防隊長

	（管理権原者）

	
	

	自衛消防副隊長

	（防火管理者）

	
	

	各勤務者（　　　）名

	


【行動内容】
1 119通報をする。
2 消火器等による初期消火をする。
3 時機を失しないように避難開始とその周辺に対し避難を呼びかける。
２　避難計画概要
	・避難計画は次のとおりとする。


３　避難通路等の確保
・法令の定めるところにより、避難通路等の確保は次のとおり行う。
1 階段、廊下には物品を置かない。
2 避難経路となる部分は常に整理整頓し、避難の支障にならないようにする。

3 非常口は施錠しない。

4 防火戸は正常に作動するよう平素から機能保持に努める。

5 防火戸の前に物品等を放置しない。

４　避難及び避難誘導
1 大声で皆に知らせる。
2 物品持ち出しに気をとられない。

3 一度避難したら二度と出火建物に入らない。

4 落ち着いて避難経路を考える。

5 避難器具の使用も考える。

6 必要に応じて、タオル、マスク等を使用する。

7 いたずらに騒ぎたて、無秩序な行動にならないようにする。
５　通報連絡
1 非常ベルを鳴らす。

2 １１９に通報する。

3 社内電話を使えない場合の通報方法を考えておく。
4 通報の内容は「火事です。　　　　　　町　　　　　　　　　番地　　　　　　　　　　　です。近くに　　　　　　　　　　　　があります。　　　　　　　　が燃えています。 」等とする。

６　消火活動

1 大声で皆に知らせる。

2 消火器を使用する。

3 天井に燃え移ったら初期消火は中止して避難する。

4 火を見てもあわてず落ち着いて行動する。

７　消防隊誘導

1 消防車両を誘導する。

2 消防隊員を誘導する。
3 消防隊員に出火場所、危険物品の在否、避難状況、その他消火活動上必要な情報を伝える。

８　避難・通報・消火訓練計画

１）消防訓練の内容は次のとおりとする。

1 消火訓練（消火器による模擬火災の消火をする。）

2 通報訓練（社内の電話による１１９への通報訓練を行う。）

3 避難訓練（避難器具の使用、非常ベルの使用、各室から扉、窓を閉鎖しての避難訓練を行う。）
２）訓練実施上の注意事項
①　年1回ないし2回以上実施する。

②　訓練実施時には予め消防署へ通報する。

③　特に避難訓練については安全上の配慮を行う。

＊訓練実施予定日

（1回目）　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　（2回目）　　　　月　　　　日

９　消防用設備等及び点検計画

1 消防用設備等の機器点検を6ヶ月ごとにし、総合点検を1ヵ年ごとに行う。

2 その点検結果を　　　年に1度　　　月に消防署に報告する。

10　火気管理等

1 各部署ごとに火元責任者を定め、法令の定めるところにより喫煙、裸火、厨房、ボイラーなどの火気管理を行わせる。

2 日常消防用設備等の自主点検を行う。

3 防火管理台帳を常に整理し、防火管理について必要な記録をする。
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